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関を含む）において、ISO14001 に基づく環
境活動に取り組んでいます。

◦また、県立高校１校が独自に ISO14001 を認
証取得し、環境保全活動を進めています。

（2） 継続的改善をめざした三重県庁 ISO14001
の取組
◦平成 11（1999）年度から平成 13（2001）

年度までは、オフィス活動における省資源・省
エネルギーにつながる取組を中心とし、電気・
水・用紙類・廃棄物等の削減に大きな成果をあ
げることができました。

◦平成 14（2002）年度から平成 16（2004）
年度までは、地球温暖化防止など、地球規模の
環境保全や改善を積極的に進める方針を新たに
打ち出し、環境に有益な事業を環境目的・目標
に設定して推進してきました。

◦平成 17（2005）年度の２回目の更新時には、
環境に対する有益な事務事業をすべての所属に
展開し、業務特性及び地域特性に応じた独自の
目標を設定して、取組を推進することとしまし
た。また、システム改善を行うとともに、各所
属独自のマネジメントを重視する分散管理型へ
と移行を図りました。

◦平成 20（2008）年度の３回目の更新では、
引き続き分散管理型システムを堅持し、さらな
る充実をめざすこととしました。

◦平成 22（2010）年度における全庁の取組結
果は、平成 18、19 年度の平均を基準として、
庁内オフィスごみは 180.1 トン削減、コピー
用紙等使用量は 31 トンの削減、温室効果ガス
の排出量は CO2 換算で 609 トン削減できま
した。

◦ ISO14001 に 取 り 組 み は じ め た 平 成 11
（1999）年度から、ホームページ等により、そ
の活動結果を公表しています。

（3） 環境調整システムの推進
県では、自ら実施する開発事業について、その

計画を立案する段階から、環境保全に対する配慮
を審議・調整する環境調整システムを運用し、県
開発事業における環境配慮の徹底を図っていま
す。平成 23（2011）年度には２件の開発事業
について審議・調整を行いました。

対象とする開発事業の種類は次のとおりです。
①道路の整備
②河川・ダム等の整備

都市の中心地区として、環境保全技術、バイオテ
クノロジー、新素材等に関する研究開発技能の集
積を図るため、展示施設、研修施設、会議施設等
が整備されています。

現在、 
◦公益財団法人国際環境技術移転センター 
◦三重県鈴鹿山麓研究学園都市センター 
◦テクノフロンティア四日市 
◦三重県保健環境研究所
◦三重県環境学習情報センター
◦タカラバイオ㈱ドラゴンジェノミクスセンター

が立地しています。
 

（6） 環境に優しい生産技術の確立
県内の養殖漁場においては、漁場環境の把握・

維持により、良好な漁場環境が保全され、持続的
に養殖業が営めるよう、持続的養殖生産確保法に
基づき、漁場改善計画が策定されています。平成
23 年度においては、新たに適正養殖可能数量を
設定することで漁場改善計画を改定し、養殖漁場
環境の保全をより一層進めました。

（7） 農業生産工程管理（GAP) の普及啓発、導
入支援

農業生産段階での安全管理、衛生管理を徹底
することを目的に、三重県型 GAP 手法の推進拡
大を図るため、生産者に対する研修会を開催し、
GAP に対する理解向上及び導入を推進するとと
もに、GAP 指導者の育成を図りました。また、
GAP の策定・実践に取り組む、県内２団体に助
成を行いました。

三重県では、県民や企業の皆様から信頼できる
パートナーとして認めていただけるよう、県自ら
がまず環境負荷の低減に率先して取り組んでいま
す。

（1） 多様な県機関への ISO14001 の導入
◦県内市町や企業への率先行動として、平成 12
（2000）年２月に本庁及びその周辺機関にお
いて ISO14001 を認証取得しました。

その後順次対象範囲を拡大し、平成 22
（2010）年度末現在、本庁、各地域庁舎（旧
科学技術振興センターの一部研究機関、小児心
療センターあすなろ学園など一部の単独地域機

1 − 3 県における環境経営の推進
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第３章 計画の実現に向けた仕組みづくり・基盤づくり

3章3節
◀
環
境
経
営
を
進
め
る

市町が率先して環境保全に取り組むことは、地
域での環境保全活動の推進に大きな効果があるこ
とから、環境経営に関する情報提供を行うなどの
支援を行いました。

 
 

成長分野である環境・エネルギー関連産業への
進出を図り、あわせて低炭素社会の構築につなげ
るため、県内中小企業等の研究開発や新事業展開
等を促進します。 

省エネルギーや生産工程の効率化等を促進する
ことにより、環境・エネルギー制約の克服による
低炭素社会の構築につなげるとともに、県内事業
者の競争力強化（生産性向上）を図ります。

平成 23 年度には、発電用施設の立地に対する
理解を深めるため、電源立地地域対策交付金を活
用し、発電用施設周辺地域における産業振興など
住民福祉の向上を図る事業を支援しました。 

また、国の補助に該当しない新エネルギー設備
を導入する県民の皆さんや事業者等に対する補助
を実施しました。

環境・防災対策等促進資金等の融資制度を活用
して、低炭素社会づくりに貢献する企業の活動を
支援します。

③海岸の整備
④公有水面の整備
⑤港湾の整備
⑥森林の整備
⑦公園の整備
⑧下水道の整備
⑨水道の整備
⑩農業農村の整備
⑪発電所の整備
⑫建物の建設
⑬用地の整備
⑭その他

◦平成 13（2001）年 10 月１日に「みえ・グ
リーン購入基本方針」を新たに策定し、平成
13（2001）年度に日常的に購入するすべての
消耗品（単価契約物品）を環境配慮型商品にし
ました。平成 14（2002）年度からは、物品
だけでなく、役務や公共工事部門についても数
値目標を定めてグリーン購入に取り組んでいま
す。その後、「三重県リサイクル製品利用推進
条例」や県産材利用推進のための「三重の木」
制度による認定製品について、三重県独自のグ
リーン購入の取組とし、これらの優先購入に努
めています。

また、平成 17（2005）年４月に基本方針
の一部改正を行い、事業者の選定にあたって
は、ISO14001 をはじめ、三重県版小規模事
業所向け環境マネジメントシステム（ミームス：
M-EMS）等の導入により適切な環境マネジメ
ントを行っていることなども考慮し、事業者に
対して環境保全活動への積極的な取組を働きか
けています。

◦公用車については、「三重県低公害車等技術指
針」を平成 20（2008）年 4 月に改正し、よ
り一層の低公害車の導入を進めています。

◦県庁の各機関を結んだ情報ネットワークとリサ
イクルセンターを利用したリサイクルシステム
を構築し、各部署で不要になった物品の情報交
換と有効利用を行っています。

  

2  環境・エネルギー関連分野への取組促進

1 − 5 市町における環境経営の促進

2 − 1 環境・エネルギー関連産業の振興

2 − 2 環境保全整備に対する支援

1 − 4 組織的な取組を進める三重県庁のグリー
ン購入




